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「国際海上輸出コンテナの安定的な輸送に必要な重量確定・情報伝達等の 

あり方に係る検討会」設置要綱 

平成２９年 8 月 7 日 

国土交通省海事局 

 

１． 設置目的 

「海上人命安全条約」（SOLAS条約）は、従前より、国際海上輸出コンテナの総重量

を船長に提出することを荷送人に義務づけていたが、総重量の誤申告に起因すると

みられるコンテナの荷崩れ等の事故が発生していることを踏まえ、国際海上輸出コ

ンテナ総重量の検証を義務付ける改正 SOLAS条約が 2016年 7月に発効した。 

主要海事国である我が国は、国際約束を適切に履行し、安全かつ円滑な国際海上輸

送を確保するため、船舶安全法等の関係法令への取入れや各国への働きかけ等を通

じて、国際海上輸送の安全確保に務めているところである。 

我が国の上記コンテナ総重量の確定にかかる荷送人等の届出・登録者は既に 5,000

者以上（2016 年度末時点）にのぼり、これらの者は「±５％の誤差範囲」内で総重

量を確定しているが、一部の国・地域ではより厳しい基準を設定しているところがあ

る。さらには、これらコンテナ総重量の情報伝達等に関し、電子的手法を前提とする

ところが太宗であり、現状我が国において主に用いられている「搬入票」による方法

とは異なることからも、持続的に円滑な国際コンテナ輸送を確保するためには、総重

量確定に係る品質等の維持・向上や適切な情報伝達等が求められる。このため、対象

者における取組状況（重量確定の履行状況、伝達方法等）などを適時把握し、必要に

応じて制度の改善や国際的に調和した先進的な取組みへの誘導策を講じていく必要

がある。 

また、改正条約の発効後、国内制度等を整備・公表している関係国は少なく、制度

運用等においても差異が見受けられることから、国際的な単一市場において調和し

た制度・環境整備を進めていく上で、諸外国との調整・理解促進等も不可欠である。 

このような背景を踏まえ、学識経験者・関係業界等関係者と連携し、新たな制度の

施行状況や国際動向等について情報共有するとともに、国際海上輸出コンテナの安

定的な輸送にかかる諸課題として、「品質確保に向けた取組み」や「電子的情報の利

活用」等のあり方について幅広く検討するため、「国際海上輸出コンテナの安定的な

輸送に必要な重量確定・情報伝達等のあり方に係る検討会」（以下、｢検討会｣という。）

を設置する。 

 

２． 構成 

（１） 検討会は、別紙に掲げる者で構成する。 

（２） 必要に応じてオブザーバーの出席を可とする。 

（３） 座長は、必要に応じて、委員以外の者に対し、出席を求めることができる。 
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３． 座長 

（１） 座長は、委員の互選により選出する。 

（２） 座長は、自らが検討会に出席できない場合、自らの代理人として、あらかじめ

事務局の了解を得た者に代行させることができる。 

 

４． 議事等の公開 

会議の頭撮りは可とし、実施後の議事概要や検討会資料はホームページ上で公開す

る。但し、特定の企業・個人に関するもので、公開することにより正当な利益を損

なうおそれがあるものについては非公開とする。 

 

５． 事務局 

検討会の事務局は、海事局検査測度課が行う。 

 

６． その他 

この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、座長が定める。 
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「国際海上輸出コンテナの安定的な輸送に必要な重量確定・情報伝達等の 

あり方に係る検討会」構成員名簿 

（敬称略、順不同） 

 

氏名 所属・職名等 

岡 泰資 
国立大学法人横浜国立大学 

大学院 環境情報研究院 准教授 （座長） 

渡部 大輔 
国立大学法人東京海洋大学  

学術研究院 流通情報工学部門 准教授 

黒川 毅 

日本機械輸出組合 国際貿易円滑化委員会 委員長 

（富士通株式会社マーケティングコミュニケーション本部コミュニ

ケーション企画統括部 専任部長（グローバル渉外担当）） 

三上 佳男 
（一社）日本自動車工業会 国際委員会 海外物流部会 副部会長 

（日産自動車株式会社 SCM本部グローバル部品物流部長） 

豊福 哲 
（一社）日本貿易会 物流委員会ワーキンググループ 副座長 

（三井物産株式会社 コーポレート物流部 部長補佐） 

小峰 茂昭 

（一社）国際フレイトフォワーダーズ協会 

ＪＩＦＦＡフォワーディング委員会副委員長 

ＪＩＦＦＡ ＳＯＬＡＳ合同委員会副委員長（兼務） 

（タカセ株式会社 国際営業部 ＡＩＢＡ認定貿易アドバイザー） 

富田 章裕 
（一社）日本港運協会 

（三井倉庫株式会社 港運統括部長） 

関野 治夫 
日本海運貨物取扱業会 理事 業務委員会 業務副委員長 

（関野運輸株式会社 専務取締役） 

飯田 洋司 

（一社）日本船主協会  

（ＮＹＫ Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ Ｌｉｎｅ株式会社 統括本部  

運航海技部 部長） 

鈴鹿 文彦 

外国船舶協会 ＥＤＩ部会担当 

（ハパック ロイド ジャパン 株式会社  

カスタマーサービス部長） 

別紙 


